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フォローアップの必要性

⚫  令和３年に成立・公布された著作権法の一部を改正する法律においては、施行後の
サービスの実施状況や対価還元の実態等をフォローアップし、放送同時配信等を取り巻
く状況の変化に対応していくため、検討条項が設けられていたところである。

著作権法の一部を改正する法律（令和三年六月二日法律第五二号） 抄
附 則

（検討等）
第八条 政府は、この法律の施行後三年を目途として、放送事業者、有線放送事業者又
は放送同時配信等事業者が業として行う放送同時配信等（第一条改正後著作権法
第二条第一項第九号の七に規定する放送同時配信等をいう。以下この項において同
じ。）の実施状況、これらの者による著作隣接権者への報酬及び補償金の支払の状況
その他の第一条改正後著作権法の施行の状況を勘案し、放送同時配信等における
著作物、実演及びレコードの公正な利用並びに著作権者及び著作隣接権者の適正な
利益の確保に資する施策の在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要な
措置を講ずるものとする。

２ （略）

議題の背景



放送番組のインターネット同時配信等に係る権利処理の円滑化の概要

3

放送同時配信等に係る著作権法改正（令和３年）の概要

⚫  同時配信等（※）について、放送と同様の円滑な権利処理を実現する。
 （※）同時配信のほか、追っかけ配信、一定期間の見逃し配信を含む。

＜措置の内容＞

①  放送では許諾なく著作物等を利用できることを定める「権利制限規定」（例：学校教育番組の
放送）を、同時配信等に拡充する。

②  放送番組での利用を認める契約の際、権利者が別段の意思表示をしていなければ、放送だ
けでなく、同時配信等での利用も許諾したと推定する「許諾推定規定」を創設する。

③  集中管理等が行われておらず許諾を得るのが困難な「レコード（音源）・レコード実演（音源に
収録された歌唱・演奏）」について、同時配信等における利用を円滑化する。
⇒  事前許諾を不要としつつ、放送事業者が権利者に報酬を支払うことを求める。

④  集中管理等が行われておらず許諾を得るのが困難な「映像実演（俳優の演技など）」につい
て、過去の放送番組の同時配信等における利用を円滑化する。
⇒  事前許諾を不要としつつ、放送事業者が権利者に報酬を支払うことを求める。

⑤  放送に当たって権利者との協議が整わない場合に「文化庁の裁定を受けて著作物等を利用
できる制度」を、同時配信等に拡充する。

⚫ なお、これらの規定は、令和４年１月１日より施行されており、こうした改正著作権法の
考え方が広まることにより、権利処理のワンストップ化の流れが進んでいる。

（放送同時配信等の概況は別途総務省より説明。）

＜措置の内容＞

①  放送では許諾なく著作物等を利用できることを定める「権利制限規定」（例：学校教育番組の
放送）を、同時配信等に拡充する。

②  放送番組での利用を認める契約の際、権利者が別段の意思表示をしていなければ、放送だ
けでなく、同時配信等での利用も許諾したと推定する「許諾推定規定」を創設する。

③  集中管理等が行われておらず許諾を得るのが困難な「レコード（音源）・レコード実演（音源に
収録された歌唱・演奏）」について、同時配信等における利用を円滑化する。
⇒  事前許諾を不要としつつ、放送事業者が権利者に報酬を支払うことを求める。

④  集中管理等が行われておらず許諾を得るのが困難な「映像実演（俳優の演技など）」について、
過去の放送番組の同時配信等における利用を円滑化する。
⇒  事前許諾を不要としつつ、放送事業者が権利者に報酬を支払うことを求める。

⑤  放送に当たって権利者との協議が整わない場合に「文化庁の裁定を受けて著作物等を利用
できる制度」を、同時配信等に拡充する。
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レコード製作者、レコード実演及び映像実演に係る実演家の権利

レコード製作者

⚫ レコード製作者については、放送に当たって報酬請求権を有しているほか、放送同時配信
等に当たっても、補償金請求権※を有している。（その他の利用については許諾権とされて
いる。）
※著作権等管理事業者による集中管理等が行われている場合の許諾権は、円滑に許諾が取れることから、実質報酬請求権化している

レコード実演に係る実演家

⚫ レコード実演に係る実演家については、放送に当たって報酬請求権を有しているほか、放送
同時配信等に当たっても、補償金請求権※を有している。（その他の利用については許諾権
とされている。）
※著作権等管理事業者による集中管理等が行われている場合の許諾権は、円滑に許諾が取れることから、実質報酬請求権化している

映像実演に係る実演家

⚫ 映像実演に係る実演家については、初回の放送・放送同時配信等に当たっては許諾権を有
しているほか、２回目以降の放送・放送同時配信等に当たっては、報酬請求権※を有してい
る。（その他の利用については許諾権とされている。）
※著作権等管理事業者による集中管理等が行われている場合の許諾権は、円滑に許諾が取れることから、実質報酬請求権化している
※初回の放送同時配信等の許諾を得ていない場合には、補償金請求権とされている
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商業用レコードの利用状況・委任状況について

調査主体

• 公益社団法人日本芸能実演家団体協議会実演家著作隣接権センター
• 一般社団法人日本レコード協会

調査手法

調査結果

• レコード協会が各局（NHK（Gテレ・Eテレ）及び在京民放テレビ５局（日本テレビ、テレビ朝
日、TBSテレビ、テレビ東京、フジテレビ））から受領した放送使用曲目（令和４年５月放送
分）を用いて同時配信実施番組における商業用レコードの使用情報を抽出し、CPRA・レ
コード協会にて送信可能化権の委任状況を調査したもの。

• 同時配信実施番組に係る商業用レコード使用報告件数（35,686件）のうち、送信可能化の
委任があったものが98.7%（35,205件）、委任確認が取れなかったものが1.3%（481
件）であった。

• この1.3%（481件）のさらなる内訳については、放送事業者側において精査されている。
（別途総務省より説明。）
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許諾推定規定のガイドラインについて

⚫ 令和３年改正により創設された「許諾推定規定」の解釈・運用に当たって、文化庁・総務省におい
て許諾推定規定のガイドラインの策定に関する検討会を開催し、「放送同時配信等の許諾の推定
規定の解釈・運用に関するガイドライン」を策定した。

⚫ このガイドラインは、権利者側の懸念を払拭しつつ、放送事業者が著作物等を安定的に利用する
ことを可能とし、視聴者の利便性に資するよう指針を示すことを目的とし、許諾に当たっての基
本的事項や許諾の推定に係る条件、許諾をしていないと証明し得る場合の対応等について示し
たものである。

（参考）文化庁HP： https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkashingikai/kondankaito/kyodaku/93341101.html

これまでの取組について①

商業用レコードに録音されている実演及び商業用レコードの
放送同時配信等に係る権利情報の登録及び検索について

⚫ レコード及びレコード実演に係る著作隣接権者が、放送番組のインターネット同時配信等での楽
曲利用について、集中管理等に委任せず、事前に個別の許諾確認を求める場合は、一般社団法
人音楽情報プラットフォーム協議会（以下「MINC」という。）のウェブサイトに権利情報を掲載す
ることとされている。

（参考）MINCのウェブサイト
音楽権利情報検索ナビ：https://www.minc.or.jp、音楽権利情報登録システム：https://regist.music-rights.bunka.go.jp/login

⚫ 利用者は、著作隣接権の集中管理等が行われていない楽曲の放送同時配信等での使用に当たっ
て、当該楽曲が権利者への事前許諾の対象となっているかについて、当該ウェブサイトにて確認
する必要がある。

（参考）文化庁HP： https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/93621801.html

https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkashingikai/kondankaito/kyodaku/93341101.html
https://www.minc.or.jp/
https://regist.music-rights.bunka.go.jp/login
https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/93621801.html
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⚫ 権利を有するレコード製作者、レコード実演及び映像実演に係る実演家には、放送事業者
等より補償金が支払われることとなるが、支払いが円滑に行われるよう、放送事業者等に
より当該権利者からの問い合わせを受け付ける窓口が設けられており、文化庁においても
この旨を周知している。

（参考）文化庁HP： https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/93638201.html

これまでの取組について②

レコード・レコード実演・映像実演の放送同時配信等に関する
放送事業者等への問い合わせ窓口について

（参考）一般社団法人日本民間放送連盟による共通窓口
（https://www.j-
ba.or.jp/category/topics/jba105655 ）

（参考）NHK
（https://www.nhk.or.jp/css/contact/ ）

https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/93638201.html
https://www.j-ba.or.jp/category/topics/jba105655
https://www.j-ba.or.jp/category/topics/jba105655
https://www.nhk.or.jp/css/contact/
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今後の取組等について

 今後も、権利者自身が自らの著作権等の取扱いについて行う選択に資するよう、また、いわゆる
ノンメンバーの権利情報集約を通じたレコード・レコード実演・映像実演での利用促進にも資す
るよう、文化庁では、個人クリエイター等権利情報登録システムの構築やその利用促進に係る検
討と併せ、放送事業者等への周知も行っていく。

 また、先述のレコード・レコード実演・映像実演の放送同時配信等に関する放送事業者等への問
い合わせ窓口も含め、周知・啓発に努めつつ、放送同時配信等の実施状況及び権利処理の実態
も踏まえながら、引き続き必要な取組を行っていく。

⚫ 一般社団法人日本レコード協会及び公益社団法人日本芸能実演家団体協議会実演家著作隣接権セン
ター等の著作権等管理事業者においては随時委任者を募集しており、その規模は年々拡大傾向にある。

⚫ 文化庁及びMINCにおいては、MINCのウェブサイトへの権利情報の掲載に関する周知なども行って
きたところである。

（参考）個人クリエイター等権利情報登録システム のイメージ
⚫ また、文化庁においては、著作権等管理事業者によ

る集中管理がなされていない著作物等の権利者（い
わゆるノンメンバー）の権利処理にも資するものとし
て、レコード・レコード実演・映像実演を含む様々な
分野を対象に、令和８年度からの運用を目指して個
人クリエイター等権利情報登録システムの構築に向
けた取組を進めている。当該システムは、権利者とし
ていわゆるノンメンバーに、利用者として放送事業
者等にも活用されることが想定されている。
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